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公募貸付実施要領 

一般競争入札方式（駐車場用途限定） 
※この入札に参加するためには事前の申込が必要です。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年８月 

 

多摩市企画政策部行政管理課



目次  

１ 概要  ..................................................................................................................... 1 

（１）  はじめに  .................................................................................................... 1 

（２）  貸付物件  .................................................................................................... 1 

（３）  最低入札価格  ............................................................................................. 1 

（４）  入札保証金  ................................................................................................. 1 

（５）  貸付期間  .................................................................................................... 1 

（６）  日程  ........................................................................................................... 2 

２ 貸付物件の募集条件  .............................................................................................. 3 

（１）  貸付物件の用途指定  ................................................................................... 3 

（２）  貸付形態  .................................................................................................... 3 

（３）  貸付に関する条件 ....................................................................................... 3 

（４）  駐車場運営に関する条件  ............................................................................ 4 

３ 入札要領  ............................................................................................................... 7 

（１）  一般競争入札参加資格  ................................................................................ 7 

（２）  現地確認  .................................................................................................... 7 

（３）  質疑  ........................................................................................................... 7 

（４）  入札参加申し込み ....................................................................................... 8 

（５）  入札参加者の決定 ....................................................................................... 8 

（６）  入札保証金の納付 ....................................................................................... 9 

（７）  入札  ........................................................................................................... 9 

（８）  開札  ......................................................................................................... 10 

（９）  貸付料  ..................................................................................................... 11 

（１０）  契約締結等  ............................................................................................ 11 

（１１）  駐車場の開設  ........................................................................................ 12 

（１２）  その他  .................................................................................................. 12 

４ 案内図・地積測量図・貸付範囲図  ........................................................................ 13 

（１）  対象地案内図  ........................................................................................... 13 

（２）  地積測量図  ............................................................................................... 13 

（３）  貸付範囲図  ............................................................................................... 14 

５ 契約書見本  ......................................................................................................... 15 

６ 様式  ................................................................................................................... 20 

７ 関係法令  ............................................................................................................. 29 

（１）  地方自治法施行令（抄）  .......................................................................... 29 

（２）  多摩市契約事務規則（抄）  ....................................................................... 29 

（３）  多摩市暴力団排除条例（抄）  .................................................................... 30 

（４）  暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（抄）  ............................ 30 

８ お問い合わせ及び各書類提出先  ........................................................................... 30 



1 

１ 概要  

（１）  はじめに  

このたびは、「多摩市諏訪二丁目 14 番１公募貸付実施要領」をご覧いただきまして、

ありがとうございます。  

次の市有地について、一般競争入札方式により公募貸付を行います。本実施要領を

ご覧の上ご参加ください。  

  

（２）  貸付物件  

所  在  東京都多摩市諏訪二丁目 14 番１  

地  目  宅地  

地  積  13,363,16 ㎡（公簿）のうち約 7,570 ㎡  

現  況  更地、法面  

用途地域  

近隣商業地域  

建蔽率 80％ 容積率 300％  

第３種高度地区 準防火地域  

 ※物件の詳細は貸付範囲図をご覧ください。 

 

（３）  最低入札価格  

￥ 450,000 円／月  

 

（４）  入札保証金  

￥ 1,620,000 円  

 

（５）  貸付期間  

 貸付開始日より３年間とします。（遅くとも令和７年 12 月１日から開始。）  

 貸付期間には時間貸駐車場施設の整備、設置及び原状回復に要する期間を含み

ます。（詳細については落札者と別途調整。）  

 貸付期間満了の日の３月前までに、市及び借受人の合意があるときは、契約期

間を１年間延長するものとし、その後も同様とします。  
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（６）  日程  

  一般競争入札の申し込みから契約締結・駐車場開設まで日程は、次のとおりです。  
 
○実施要領（本実施要領）の配付  

○入札参加申込  

・入札参加申込は、本要領が定める必要書類

を多摩市企画政策部行政管理課（以下、行

政管理課）へ持参または簡易書留による郵

送。  

郵送の場合でも期限必着。  

令和７年８月 25 日（月）から  

令和７年 10 月３日（金）まで  

（17 時 00 分必着）  

○質疑受付  ・質疑は、質疑書（様式１）を行政管理課へ

E メールで提出。  

・質疑回答は、10 月１日（水）までに質疑者

に E メールで回答を行うほか、多摩市公式

ホームページに掲載。  

令和７年８月 25 日（月）から  

令和７年９月 26 日（金）まで  

（17 時 00 分必着）  

↓   

○入札参加者の決定  ・審査結果は、行政管理課より入札参加申込

者に入札保証金納付書と合わせてＥメール

で通知。  
令和７年 10 月８日（水）  

↓   

○入札保証金の納付期限  

○入札期間  

・入札保証金の納付後、行政管理課に領収書

の写しを提出。  

・入札書等を同封し簡易書留により郵送もし

くは持参。  

郵送の場合でも期限必着。  

令和７年 10 月９日（木）から  

令和７年 10 月 16 日（木）まで  

（17 時 00 分必着）  

 ↓    

○開札及び落札者の決定  ・会場は、多摩市役所  

※落札者の決定後、速やかにホームページでの

公表及び E メールでの通知を行います。  
令和７年 10 月 17 日（金）  

↓   

○契約締結  ・落札者は、公有財産借受け申込書を提出し、

契約保証金を納付。  令和７年 10 月 20 日（月）以降  

↓   

○駐車場整備工事着手（貸付開始）  ・開設時期は、市と落札者で調整。  

・10 月～11 月中の工事開始着手の場合、着手

日より貸付開始。  

・貸付期間は、駐車場整備工事着手（貸付開始）

から３年間。  

遅くとも令和７年 12 月１日より貸付

開始  
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２ 貸付物件の募集条件  

（１）  貸付物件の用途指定  

ア 貸付物件の用途は、原則として平置き有料時間貸駐車場（以下、時間貸駐車場）と

します。 

イ 月極駐車場及びカーシェアリングを実施する場合は、これらの台数の合計が時間貸

駐車場の台数を超えないものとします。 

ウ 時間貸駐車場の車路等を除く車室面積の合計は 500 ㎡未満とします。 

※月極駐車場のような特定の利用者のための駐車場は該当しません。 

エ 建物の設置は不可とします。 

 

（２）  貸付形態  

民法（明治 29 年法律第 89 号）第 601 条に基づく賃貸借契約とし、借地借家法（平

成３年法律第 90 号）の規定の適用はないものとします。  

 

（３）  貸付に関する条件  

ア 各種費用の負担 

設計、整備工事、駐車場運営管理及び原状回復等にかかる全ての費用については、

賃料とは別に借受人が負担するものとします。 

イ 借受人の義務 

① 貸付対象物件の使用にあたっては、利用者の安全を確保し、近隣住民の迷惑と

ならないように十分に配慮するものとします。 

② 市が貸付対象物件の管理上必要な事項を借受人に通知した場合は、その事項を

遵守するものとします。 

③ 駐車場法（昭和 32 年法律第 106 号）に基づき、該当する駐車場については、

関係機関に届出駐車場の手続きを迅速に行い、利用開始日前に手続きを完了す

るものとします。 

④ 対象物件の使用にあたっては、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）、駐車場

法（昭和 32 年法律第 106 号）、その他関係法令を遵守するものとします。 

ウ 契約の解除 

① 借受人による契約解除  

 借受人は、貸付期間中にやむを得ず契約解除を希望する場合は、書面によ

り契約解除を申し入れることができます。  

 解約日は、市が書面を受領した日から、６ヶ月を経過した日の属する月の

末日とします。ただし、市が解約を認めた場合はこの限りではありません。  

② 多摩市による契約解除  

次に該当する場合は、契約を解除することができます。  

 借受人が、納入期限後３ヶ月以上にわたって貸付料の支払いを怠ったとき。 

 借受人が、契約に定める禁止事項に違反したとき。  

 借受人が、契約に定める義務を履行しないとき。  

 借受人が、破産、会社更生法、民事再生、清算または特別清算その他倒産
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法制上の手続きについて、借受人の取締役会でその申し立てを決議したと

き、または第三者（借受人の取締役を含む。）によって、その申し立てがな

されたとき。  

 借受人の発行する手形または小切手が不渡りとなったとき。  

 借受人が、暴力団または暴力団員またはそれらと密接な関係を有すると認

められる者であるとき。  

 市が貸付物件を公用または公共の用に供するため必要が生じたとき（地方

自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 238 条の５第４項）。  

 借受人が、時間貸駐車場を運営しなかったとき。  

※契約に定める禁止事項及び義務については、本実施要領 15 頁から 19 頁

の契約書見本のとおりです。  

 延長後の契約について、市は３ヶ月以上先の期限を定めて借受人への通知

のみで解約できるものとします。  

エ 使用期間終了時の条件等 

① 借受人が設置した設置機器等について、貸付期間満了までに原状回復を行い、

市職員の確認を受けるものとします。ただし、市と借受人が協議を行った結果、

市が提示した場合や事業者が継続して借り受ける場合はこの限りではありま

せん。 

② 借受人は、市に対し原状回復及び返還に伴い発生する費用、立退料等その他一

切の請求をすることができないものとします。 

オ その他 

① 事業者は、許可に基づく権利の全部または、一部を第三者に譲渡し、転貸し、

質入れもしくは担保に供し、または営業の一部委託もしくは名義貸しをするこ

とはできません。ただし、業務の効率を理由とし、一部を委託することについ

て市の承諾を得た場合は、この限りではありません。 

② 天災、有料駐車場内において生じた盗難、損害その他市の責めに帰することが

できない事由により、事業者又は駐車場利用者が被った損害については、市は

一切その責任を負わないものとします。 

③ 災害その他不可抗力等、市及び事業者双方の責めに帰することができない事由

により業務の継続が困難となった場合、業務継続の可否について双方で協議す

るものとします。 

 

（４）  駐車場運営に関する条件  

ア 設計 

①  全ての設備機器は借受人が設置するものとします。 

②  駐車場運営に必要な機器の電源等は借受人において確保するものとします。 

③  車室、車路及び設備配置は十分に安全を確保するものとします。 

④  敷地北側を別用途での活用を想定しているため、進入できるよう、貸付範囲図

のとおり進入路を確保した上で駐車場を設計するものとします。 

また、設計に際しては市と十分に調整することとします。 
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なお、下記の要件を満たしていることを条件に市と協議の上で、駐車場用地の

範囲を狭めることも可能です。（ただし、入札金額の減額には応じません。） 

（敷地北側への進入路用入口幅：5.5ｍ以上、施設北側への進入路幅：8ｍ以上） 

⑤  利用者の安全確保及び利便性の向上を図るため、駐車場用地はアスファルト舗

装とし、貸付範囲外への進入防止のためフェンスを設置するものとします。設

置範囲は貸付範囲図で示しますが、範囲及び設置するフェンスの種類に関して

は市と協議の上、設置することとします。なお、フェンスは高さ 1.8ｍ程度と

し、貸付範囲の内側に設置することとします。 

※フェンスは炭素鋼を再生 PET・樹脂等で被覆されたものなどを指します。 

⑥  精算機を設置する場合は、多様な利用者を想定し、利便性の高いものとするも

のとします。また、操作の説明書きを表示し、現金の他、交通系 IC の支払い

に対応できるものとします。加えてクレジットカード及び流通系 IC での支払

いに対応できるよう努めるものとします。 

⑦  入出庫に必要十分な照明を設置するものとします。 

⑧  満空看板サインを設置する場合は、駐車場の出入り口から視認できる位置かつ

満空情報の連動ができるものとします。 

イ 整備工事 

①  借受人は整備工事着手前に市と設計及び施工の内容、時期の協議を行うことと

します。 

②  借受人が、土地の形質を変改する場合は、あらかじめ市と協議し承認を受ける

ものとします。 

③  借受人の責任により、環境に配慮した内容の整備工事を行うものとします。 

④  警備員を配置するなど万全な安全対策を講じるものとします。 

⑤  借受人は、出入口付近に市が設置している B 型バリケードを撤去し、市からの

指示に従って移設するものとします。 

ウ 運営に関する事項 

①  時間貸駐車場は、年中無休で 24 時間営業が可能であることとします。 

②  設置した機器等による事故等は全て借受人の責任範囲とし、第三者又は市に損

害を与えた場合は、すべて借受人の責任でその損害を賠償しなければならない

ものとします。 

③  貸付範囲に関する近隣及び利用者への対応は、借受人が一切の責任で行うもの

とします。 

④  運営にあたり想定されるトラブルや緊急時の対応について、対応方法を構築す

ることとします。 

⑤  トラブルの発生など不測の事態に備え、精算機または出入口付近に緊急連絡先

を掲示し、借受人に直接連絡可能な体制とすることとします。 

⑥  時間貸駐車場における料金の設定については、周辺時間貸駐車場の相場等及び

施設利用者の利便性を考慮した料金体系とすることとします。 
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エ 管理に関する事項 

①  設備機器について、適宜点検を実施し、必要な補修・機器のメンテナンス等を

行い、常に関係法令に適合した状態での共用を実施してください。また、設備

機器等の故障の時は、速やかに修理又は調整を行うものとします。 

②  必要な届け出等は借受人が書類・図面等を作成し行い、届出等に係る費用は借

受人が負担することとします。 

③  借受人は、業務を行うにあたり、業務上知りえた秘密を洩らし、または自己の

利益のために利用することは出来ないものとし、貸付期間満了後も同様としま

す。 

④  借受人は、事故や利用者からの苦情等があった場合、適切に処理することとし

ます。 

⑤  事業者は市からの運用状況等の調査があった際はこれに協力するものとしま

す。 

⑥  貸付対象物件全体について、物件の返還までの間、借受者は善良な管理者とし

ての注意を持って、物件の維持保全・管理を行います。また、トラブル等の不

測の事態が発生した場合や市からの対応要請があった場合は、速やかに対応す

るものとします。 

⑦  借受人は、防犯安全対策のため、必要に応じてゴミの処分等を実施するものと

します。また、東側道路及び南側道路に面する法面部分については、貸付範囲

図に示すとおり少なくとも年に１回、除草作業を実施するものとします。 

⑧  その他の維持管理について協議の要請があった際には、応じるものとします。 

⑨  その他、定めのない事項については甲乙協議するものとします。 
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３ 入札要領  

（１）  一般競争入札参加資格  

次の①～⑩の条件をすべて備えている者が入札に参加することができます。  

① 法人その他団体であること  

② 地方自治法施行令第 167 条の４及び多摩市契約事務規則第３条の規定に該当

しない者  (条文は「７ 関係法令」を参照のこと ) 

③ 多摩市暴力団排除条例（平成 25 年条例第 14 号）第２条第１号に規定する暴

力団、同条第２号に規定する暴力団員及び同条第３号に規定する暴力団関係

者に該当しない者（条文は「７ 関係法令」を参照のこと）  

④ 国税及び市税の未納がないこと。  

⑤ 公共の安全及び福祉を脅かすおそれのある団体又は公共の安全及び福祉を脅

かすおそれのある団体に属する者でないこと  

⑥ 公告及び本実施要領に違反しない者であること  

⑦ 過去２年間において、時間貸駐車場を運営した実績を有していること。  

⑧ 本実施要領に定める条件および法令等を遵守し、駐車場事業を行う資力や能

力等を有すること。  

⑨ 駐車場内トラブルに対応するため、駐車場利用者からの問い合わせに対し、

24 時間 365 日対応可能なコールセンターを確保する者であること。  

⑩ トラブル発生時に、保守・緊急対応可能な拠点を有すること。  

 

（２）  現地確認  

現地説明会は実施しませんので、物件の現地確認は入札の参加申込前までに入札参

加者において行ってください。なお、物件内に立ち入る場合は、入札申込期間中のみ

鍵を貸し出しますので、日時をあらかじめ行政管理課に連絡してください。入札参加

にあたっては物件の現状を承知したものとします。  

工作物等は図面に記載していないので、必ず現況を確認してください。貸付範囲図

等と現況が相違している場合、現況を優先します。  

 ※現地確認にあたっては、近隣に迷惑がかからないよう配慮をお願いします。また、

物件の現状を変更する行為は禁止します。  

 

（３）  質疑  

①  質疑の方法  

質疑受付期間中に、件名を「質疑書」として様式１を添付し、E メールで行政管

理課宛に提出してください。E メールアドレス： fm_tama@city.tama.tokyo.jp 

②  質疑書受付期間  

令和７年９月 26 日（金）17 時 00 分必着  

③  質疑に対する回答  

令和７年 10 月１日（水）までに質疑者に E メールで回答を行い、合わせて多摩

市公式ホームページに掲載します。  
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（４）  入札参加申し込み  

   申込みにあたっては、本実施要領及び仕様書を熟読し、契約の条件、現地の現況及

び都市計画上の利用制限等を必ず自らご確認の上、必要書類を各１部、受付期間内に

行政管理課に持参または郵送してください。  

 

①  受付期間  

    令和７年８月 25 日（月）～令和７年 10 月３日（金）17 時 00 分必着  

②  持参又は郵送先  

本要領 30 頁のお問い合わせ及び各書類提出先を参照してください。  

※郵送の場合でも期限必着です。期限翌日以降の到着分は受付できませんのでご

注意ください。  

③  提出書類  

ア 「入札参加申込書」（様式２）  

イ 「事業者概要」（様式３）  

ウ 「事業計画書」（様式４）  

エ 「多摩市暴力団排除条例に係る誓約書」（様式５）  

オ 法人登記簿謄本（履歴事項全部証明書 原本１通）  

カ 法人の印鑑証明書（申請日から３ヶ月以内のもの）  

キ 国税・市税の納税証明書（直前２年分の法人税、消費税及び地方消費税、法

人市民税、固定資産税について未納税額がないことの証明（事業所が複数あ

る場合は入札参加申込をする事業所を基準としてください。））  

ク 財務諸表の写し（直前２年度分の貸借対照表及び損益計算書）  

ケ トラブル発生時に、保守・緊急対応可能な拠点を有すること及びコールセン

ターを確保しているかどうかが確認できる書類（会社組織図など）  

※提出書類は返還いたしませんので、ご了承願います。  

    ※押印は、印鑑登録されている印鑑と同一の印鑑でお願いいたします。  

 

（５）  入札参加者の決定  

   入札参加申し込み受付期間に申し込みを済ませた応募者を対象に、提出書類を基に

入札資格審査を行います。審査で全ての審査項目が適正とされた応募者を入札参加者

として決定します。  

 

①  審査項目  

   ア  入札参加資格  

     前記の「３ 入札要領」の「（１）一般競争入札参加資格」を満たしているか。 

   イ  応募書類  

      前記の「３ 入札要領」の「（４）入札参加申し込み」の「③  提出書類」に不

備がないか。  

②  審査結果  

   令和７年 10 月８日（水）に、応募者へ E メールで通知します。  
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（６）  入札保証金の納付  

入札に参加するには、入札保証金を納付する必要があります（多摩市の競争入札

参加有資格者である場合を除く）。納付されない場合は、入札に参加することはでき

ません。開札の結果、落札されなかった方の入札保証金はお返しいたします。なお、

返還する入札保証金には利息は付しません。また、返還の時期は事務処理の都合上、

令和７年 12 月頃となりますので、あらかじめご了承ください。  

①  金額  

￥1,620,000 円  

②  納付期限  

令和７年 10 月 16 日（木）  

③  納付方法  

入札期間最終日までに市の発行した納付書により、市の指定金融機関にて払い込

んでください。  

④  納付書の発行  

入札参加者決定通知と合わせて E メールで送付します。  

⑤  納付の確認  

入札時に入札保証金を納付した際の領収証書の写しをご提出いただきます。  

⑥  入札保証金の免除  

入札参加者が多摩市の競争入札参加有資格者である場合、入札保証金の支払いを

免除します。免除の申請は添付の入札保証金免除申請書（様式６）により行って

ください。 

 

（７）  入札  

①  入札期間  

令和７年 10 月９日（木）から令和７年 10 月 16 日（木）17 時 00 分必着  

②  注意事項  

入札書等の必要書類を必ず簡易書留により郵送するか、行政管理課へ持参してく

ださい。この期間に入札書等の必要書類が到達しない場合、入札は無効となりま

す。入札の公正性、競争性を確保するため、入札参加状況等の問い合わせについ

ては、一切お答えできません。  

※入札書に記載する金額は、１ヶ月間の貸付料の金額です。  

※入札書に記載された入札金額をもって、借受人を決定します。  

※入札金額は最低入札価格以上の金額を記載してください。  

※押印は、印鑑登録されている印鑑と同一の印鑑でお願いいたします。  

※封筒のあて名には、本実施要領の「６ 様式」の「（９）「入札封筒用宛名」を

貼付していただくか、その標記を記入してください。  

※郵送する場合は、郵送用の封筒と入札用の封筒を各一つずつ用意いただき、郵

送用の封筒の中に入札用の封筒を入れて送付してください。  

※入札は一度です。提出後の変更又は取り消しはできません。  

 



10 

③  提出書類  

【入札保証金を納付した場合】  

ア 入札書（入札書を封筒に入れ封かんし、封印したもの）  

イ 入札保証金納付済を証する書類（金融機関の領収印があるもの）の写し  

ウ 入札保証金返還請求書  

【入札保証金の免除申請をする場合】  

ア 入札書（入札書を封筒に入れ封かんし、封印したもの）  

イ 入札保証金免除申請書  

④  入札の無効  

次に該当する入札は無効とします。  

ア 本要領に違反するもの  

イ 参加資格のない者による入札  

ウ 所定の入札書以外の用紙をして行ったもの  

エ 最低入札価格を下回る金額の入札  

オ １者で２通以上の入札をしたもの  

カ 入札書に所在及び名称の記入及び押印のないもの  

キ 入札書の金額記入がないか、金額を訂正したもの  

ケ 入札に関し不正の行為があった者の入札  

コ その他、多摩市が入札関係書類を不完全と認めたもの  

⑤  提出先  

本要領 30 頁のお問い合わせ及び各書類提出先をご参照ください。  

 

（８）  開札  

①  開札の日付、場所  

日付：令和７年 10 月 17 日（金）  

場所：多摩市役所（東京都多摩市関戸六丁目 12 番地１）  

※開札結果は下記の通りホームページでの公表及び入札者全員へ連絡での通知を

予定しております。  

②  落札者の決定  

ア 落札者の決定方法  

最低入札価格以上の価格で入札した者の中で、最高入札価格の者を落札者と

します。なお、最高の価格で複数の者が並んだ場合は、直ちにくじの方法に

より借受人を決定します。  

イ 入札結果の公表  

入札の結果（落札金額、落札者）は、多摩市公式ホームページで公表します。  

ウ 次点者について  

最低入札価格以上で入札した者の中で、次点価格で入札した者を次点者とし

て取り扱うものとし、最高の価格をもって入札を行ったものが、多摩市と契

約締結または駐車場を開設できない場合は、次点者を落札者とします。  
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（９）  貸付料  

①  貸付料の決定方法  

    落札価格を月額貸付料とします。ただし、近隣地の地代の変動その他の経済状勢

の変動等やむを得ない事情があると認められる時は、協議の上、貸付料を変更する

ことができるものとします。  

②  貸付料の計算方法  

    月額を基準に年度ごとの貸付料を計算します。ただし、１ヶ月分に満たない期間

の貸付料は１ヶ月を 30 日として日割り計算します。  

③  貸付料の納入  

    貸付料については、年度ごとに多摩市が定める期日までに、多摩市が発行する納

付書により納入してください。ただし、納入の期限の日が金融機関の休日に当たる

ときは、次の営業日を納入の期限の日とします。  

④  精算  

    契約が解除された場合において、多摩市は未経過期間にかかる貸付料を返還しま

せん。ただし、貸付物件を公用または公共の用に供するため、多摩市が貸付契約を

解除した場合は返還します。  

 

（１０） 契約締結等  

①  契約の締結  

   借受人は、「公有財産借受け申込書」（様式８）を多摩市に提出のうえ、令和７年

10 月 20 日（月）以降に多摩市と貸付契約を締結していただきます。契約書見本は、

本実施要領 15 頁から 19 頁のとおりです。  

   ※貸付契約に貼付する収入印紙及び契約締結に関して必要な費用は、借受人の負担

になります。  

②  契約締結しない場合 

 落札は無効となり入札保証金は多摩市に帰属することになります。 

③  引渡し 

   貸付期間の初日に借受人に引渡します。 

④  契約保証金 

ア 契約保証金の額 

契約締結と同時に契約保証金として貸付料総額の 10 分の１（円未満切り上げ）

を納付していただきます。貸付料総額とは、貸付期間中に納付していただく貸

付料の総額のことです。 

イ 入札保証金の充当 

入札にあたって納付された入札保証金は、契約保証金の一部に充当しますの

で、その差額を納付してください。 

 

ウ 契約解除時の取扱い 

契約期間満了後、落札者の請求に基づいて、利息を付さずに返還します。また、

多摩市が貸付物件を公共又は公共の用に供する必要が生じたときに契約を解
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除する場合も、契約保証金を、利息を付さずに返還します。 

多摩市が契約の定めにより契約を解除したとき、または落札者からの解約の

申し入れにより契約が解除された場合は、納付された契約保証金は多摩市に

帰属することになります。 

エ 契約更新時の取扱い 

契約を更新する場合は、引き続き多摩市が契約保障金をお預かりします。 

 

（１１） 駐車場の開設  

①   引渡し後速やかに工事に着手し、令和７年 11 月～令和８年１月中に駐車場を

開設していただきます。可能な範囲で速やかに開設できるようご準備願いま

す。  

②  駐車場の開設が著しく遅れる場合は、契約を解除します。  

 

（１２） その他  

①  現物と公示数量等が符号しない場合でも、これを理由に契約の締結を拒むこと

は出来ません。  

②  現地説明会は実施しませんので、入札参加者は、必ず自ら現地確認及び諸規制の

状況等の調査確認を行ってください。  

③  公告、本実施要領及び仕様書を熟読のうえ、入札にご参加ください。  

④  本物件貸付にあたっては、本実施要領により手続きを進めることになりますが、

契約締結後等の借受人の利便性等を考慮のうえ、一部事務手続きを変更する場

合があります。  
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４ 案内図・地積測量図・貸付範囲図  

（１）  対象地案内図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【注意事項】土地の表示は概要になります。（地理院地図をもとに作成。）  

 

（２）  地積測量図  
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（３）  貸付範囲図  

貸付範囲は下図の斜線部です。  

駐車場用地としての貸付範囲：約 1,920 ㎡と少なくとも年に 1 回の除草を行って

いただく法面：約 5,650 ㎡を合わせた約 7,570 ㎡が貸付範囲となります。  

駐車場用地には利用者がその他の部分に侵入できないように、高さ 1.8m 程度の

フェンスの設置をお願いいたします。  

なお、ご希望がございましたら、貸付範囲図の PDF データをお送りします。質疑

の期間にお申し付けください。  
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５ 契約書見本  

 

土地賃貸借契約書（駐車場用途限定）（見本）  
 

  貸付人 多摩市（以下「甲」という。） と借受人 ○○○○（以下「乙」とい

う。）は、甲の所有する土地について、次のとおり土地賃貸借契約を締結する。  

 

   （信義誠実等の義務）  

  第１条 甲及び乙は、信義を重んじ、誠実にこの契約を履行しなければならない。  

  ２ 乙は、貸付物件が公有財産であることを常に考慮し、適正に使用するように留意

しなければならない。  

 

   （貸付物件）  

  第２条 貸付物件は、次のとおりとする。  

     

所在地  区分  数量  

東京都多摩市諏訪二丁目 14 番１  土地  
13,363.16 ㎡  

のうち約 7,570 ㎡  

 

   （使用目的）  

  第３条 乙は、貸付物件を事業計画書に記載したとおりの用途に自ら使用しなければ

ならない。  

  ２ 乙は、令和７年○月○○日までに事業計画書に記載したとおりの駐車場を開設し

なければならない。  

 

   （貸付期間）  

  第４条 貸付期間は、この令和７年○月○日から令和 10 年○月○日までとする。  

  ２ 前項の貸付期間の満了日の３ヶ月前までに、甲及び乙の合意がある場合は、契約

期間を 1 年間延長するものとし、その後も同様とします。  

  ３ 前項の意思表示は、書面によるものとする。  

 

   （貸付料）  

  第５条 貸付期間にかかる貸付料は、月額○〇○，○○○円（非課税）とする。ただ

し、１月分に満たない期間の貸付料は、１月を 30 日として日割り計算する。

（100 円未満の端数切り上げ）  

  ２ 甲は、次の各号の一に該当する場合は、甲乙協議のうえ、貸付料を改定すること

ができる。  

(1)  特別の費用を負担することにより貸付料が不相当となった場合  

(2)  経済事情により貸付料が不相当となった場合  
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(3)  その他、正当な理由があると認められる場合  

 

   （貸付料の納付）  

  第６条 乙は、前条に規定する貸付料を、甲の発行する納入通知書により、甲の定め

る期日までに納付しなければならない。  

 

   （貸付料の納付の遅延に伴う違約金）  

  第７条 乙は、前条の貸付料の納付がなく、甲の督促状で定める納付期限までに納付

しない場合は、督促状の定める納付期限の翌日から納付した日までの期間につい

て、年 14.6％の割合（多摩市公有財産規則（昭和 54 年多摩市規則第 22 号）附則

第２項に規定する延滞金の割合の特例により 14.6％より低い延滞金の割合が定め

られた場合はその割合）により算定した延滞金を甲に支払わなければならない。  

 

   （物件の引渡し）  

  第８条 甲は、第４条に規定する貸付期間初日に、貸付物件を乙に引き渡す。  

 

（瑕疵 (かし )担保）  

第９条 乙は、この契約を締結した後、貸付物件に種類、品質又は数量についてその

他隠れた瑕疵のあることを発見しても、既納の貸付料の減免、履行の追完請求、

契約の解除、損害賠償及び修繕費等の請求をすることができないものとする。  

 

   （貸付物件の一部滅失）  

  第 10 条 甲は、貸付物件が乙の責めに帰すことのできない事由により滅失又は棄損

した場合には、滅失又は棄損した部分にかかる貸付料として、甲が相当と認める

金額を減免する。  

  ２ 乙は、貸付物件に損害が生じたときは、速やかにその損害の状況を書面で甲に報

告し、甲の指示を受けなければならない。  

 

   （使用上の制限）  

  第 11 条 乙は、貸付物件を第３条に規定する使用目的以外の用途に使用し、又は第

三者に使用させてはならない。ただし、甲が類似使用の範囲内として事前に承認

した場合は、その範囲内の使用をすることができる。  

  ２ 乙は、貸付物件に建物を建設する等貸付物件の現状を変更してはならない。ただ

し、やむを得ない理由により仮設物を建設するなど現状変更等をしようとする場

合は、事前に現状変更等をしようとする理由及び当該現状変更等の計画を書面に

より申請し、甲の承認を得なければならない。  

  ３ 前２項に基づく甲の承認の通知は、書面によるものとする。  
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   （権利譲渡等の禁止）  

  第 12 条 乙は、甲の承認を得ないで貸付物件を第三者に転貸し、又は仮設物などに

賃借権その他の使用若しくは収益を目的とする権利を設定してはならない。ただ

し、第３条に規定する使用目的のための転貸はこの限りでない。  

  ２ 前項に基づく甲の承認の通知は、書面によるものとする。  

 

   （物件の保全義務等）  

  第 13 条 乙は、善良な管理者としての注意義務をもって、貸付物件の維持保全に努

め、近隣からの陳情等には乙が責任を持って対処しなければならない。  

  ２ 乙は、貸付物件が天災その他の事由によって損壊し、第三者に損害を与えた場合

には、その賠償の責めを負うものとし、甲が乙に代わって賠償の責めを果たした

場合は、乙に求償することができるものとする。  

  ３ 第１項の規定により支出する費用は、すべて乙の負担とし、甲に対しその償還等

の請求をすることができない。  

 

   （実地調査等）  

  第 14 条 甲は、次の各号の一に該当する事由が生じた場合は、乙に対しその業務又

は資産の状況に関して質問し、実地に調査し、又は参考となるべき資料その他の

報告を求めることができる。この場合において、乙は調査等に協力しなければな

らない。  

   ⑴ 貸付料の納付がないとき。  

   ⑵ 第 10 条から前条までに規定する義務のいずれかに違反したとき。  

   ⑶ その他甲が必要と認めるとき。  

 

   （契約の解除）  

  第 15 条 甲は、次のいずれかに該当する場合において、この契約を解除することが

できる。  

   ⑴ 乙が納入期限後３月にわたって貸付料の支払いを怠った場合  

   ⑵ 乙がこの契約に定める禁止事項に違反した場合  

   ⑶ 乙がこの契約に定める義務を履行しない場合  

   ⑷ 乙が破産、会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）、民事再生、清算若しくは

特別清算その他倒産法制上の手続について、借受人の取締役会でその申し立て

を決議した場合、又は第三者（乙の取締役を含む。）によって、その申し立てが

なされた場合  

   ⑸ 乙が発行する手形又は小切手が不渡りになった場合  

   ⑹ 警視総監からの通知又は回答により、乙が多摩市暴力団排除条例（平成 25 年

多摩市条例第 14 号）第２条第１号に規定する暴力団、同条第２号に規定する暴

力団員及び同条第３号に規定する暴力団関係者に該当する者であることが判明

したとき  

   ⑺ 貸付物件を甲において公用又は公共の用に供するため必要が生じた場合（地方
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自治法（昭和 22 年法律第 67 条）第 238 条の５第４項）  

  ２ 乙は、貸付期間中にやむを得ずこの契約の解除を希望する場合は、書面により契

約の解除を申し入れることができる。ただし、解除の効力が生じる日は、乙から

解除申し入れる旨の書面を甲が受領した日から、６月を経過した日の属する月の

末日とする。  

  ３ 第１項の規定により甲がこの契約を解除した場合において、乙又は第三者に損害

が生じても、甲はその責任を負わないものとする。  

 

   （原状回復）  

  第 16 条 乙は、第４条に規定する貸付期間が満了したとき又は前条の規定によりこ

の契約を解除され、若しくは解除したときは、貸付物件を自己の責任と負担のも

と原状又は甲の指示する状態に回復し、甲の立会い及び確認を得て甲の指定する

期日までに返還しなければならない。  

  ２ 甲は、乙が前項に定める原状回復を行わない場合には、乙に代わって、貸付物件

上に存する物件を収去し、原状回復することができる。この場合において、乙

は、甲による原状回復について異議を申し出ることができず、また、甲が原状回

復に要した費用を負担しなければならない。  

 

   （貸付料の不還付）  

  第 17 条 甲は、この契約が解除された場合の貸付料については、乙が既に納入した

ものは還付しない。ただし、第 15 条第１項第７号に該当する場合はこの限りでな

い。  

 

   （損害賠償等）  

  第 18 条 乙は、この契約に定める義務を履行しないため甲に損害を与えた場合は、

その損害を賠償しなければならない。  

  ２ 乙は、第 15 条第１項第７号の規定に基づきこの契約が解除された場合におい

て、損害が生じた場合は、地方自治法第 238 条の５第５項の規定によりその補償

を甲に請求することができる。  

  ３ 乙は、第４条に規定する貸付期間が満了したとき又は第 15 条の規定によりこの

契約を解除され、若しくは解除した場合において、貸付物件を貸付期間の満了日

又は甲が指定する期日までに返還しないときは、損害賠償金として、返還すべき

期日の翌日から返還した日までの期間の日数に応じ貸付料額の３倍に相当する金

額を、甲に支払わなければならない。  

 

（有益費等の請求権の放棄）  

第 19 条 乙は、貸付物件に投じた有益費又は必要費その他一切の費用についてこれ

を甲に請求することができない。  
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   （契約の費用）  

  第 20 条 この契約の締結及び履行に関して必要な一切の費用は、すべて乙の負担と

する。  

 

   （疑義等の決定）  

  第 21 条 この契約に関し疑義があるとき、又はこの契約に定めのない事項について

は、甲乙協議して定めるものとする。  

 

   （管轄裁判所）  

  第 22 条 この契約から生ずる一切の法律関係に基づく訴えについては、甲の所在地

を管轄する地方裁判所をもって管轄裁判所とする。  

 

 

 

    この契約の締結を証するため、この契約書を２通作成し、甲乙記名押印の上、各

自その１通を保有する。  

 

 

    令和  年  月  日  

 

 

      貸付人（甲） 多摩市関戸六丁目 12 番地１  

             多摩市 代表者 多摩市長 阿部 裕行  

 

 

      借受人（乙）  
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６ 様式  

（１） 「質疑書」（様式１）  

 令和  年  月  日  

   

 

多摩市長  殿 

 

                     入札参加申込予定者 

                      所 在 

                      名 称 

                      代表者 

                      担当者氏名 

                      電話番号 

                      Eメールアドレス 

 

 

質 疑 書 
質問事項 質問内容 
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（２） 「入札参加申込書」（様式２）  

令和  年  月  日  

 多摩市長  殿 

 

          申込者（入札者） 所在 

                   名称 

                   代表者                 実印  

 

                   担当者氏名 

                   電話番号 

                   Eメールアドレス 

 

入札参加申込書 
 

 令和７年10月17日執行の多摩市諏訪二丁目14番１所在土地貸付のための一般競争入札に参加し
たいので、現地を確認し、実施要領を了承のうえ、参加を申し込みします。 

 

 

貸付物件 

 所在 東京都多摩市諏訪二丁目14番１  

 地目 宅地  

 地積 13,363.16㎡（公簿）のうち約7,570㎡  

【添付書類】 

 「事業者概要」、「事業計画書」、法人登記謄本（履歴事項全部証明書）、代表者の印鑑証明書、財

務諸表の写し、国税・市民税の納税証明書 
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（３） 「事業者概要」（様式３）  

令和  年  月  日  

 多摩市長  殿 

              申込者（入札者）所 在 

                      名 称 

                      代表者              実印 

 

事業者概要 
 

 申込者（入札者）の事業者概要は、下記のとおりです。 

 名称   

 
主たる事務所・事

業所の所在地 
  

 
主として営む事業

（○で囲む） 

製造業・建設業・運輸業・卸売業・サービス業・小売業・旅館業・ 

ゴム製品製造業・ソフトウェア業又は情報処理サービス業 

その他の業種（           ） 

 

 設立年月日   

 資本金   

 

従業員 

総数       人 

※申込日の前月の１日現在で常時雇用する従業員の人数を記入してください。従業員とは

労働基準法第２０条の「解雇の予告を必要とする者」のことです。 

 

 主要拠点 

営業拠点 
 

 

 
業務内容  

 

 過去２年間の 

運営実績 

（駐車場の箇所数及

び収納台数） 
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（４） 「事業計画書」（様式４）  

令和  年  月  日  

 多摩市長  殿 

              申込者（入札者）所 在 

                      名 称 

                      代表者              実印 

 

事業計画書 
 

 多摩市諏訪二丁目14番１所在土地貸付物件の事業計画は、下記のとおりです。 

 

１ どのような駐車場事業を行うのか、その事業内容（車路及び区画の配置及び設置台数、看板、満空表

示看板、精算機等設備機器の配置、カーシェアリング・月極の有無、整備工事予定時期、近隣への周

知方法、駐車場開始予定時期）を具体的に記載してください。必要に応じて別紙に記載してください。 

 

   

 
２ 貸付期間満了時の物件の返還手順について記載してください。 

 

 

 

 

   

 ３ 土地利用計画図（駐車場レイアウト図）を裏面に添付してください。  
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（５） 「多摩市暴力団排除条例に係る誓約書」（様式５）  

 
多摩市暴力団排除条例に係る誓約書 

（東京都多摩市諏訪二丁目14番１所在土地貸付のための一般競争入札） 

 令和  年  月  日   

多摩市長  殿 

  私（当法人及び当法人役員等）は、多摩市暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団、
同条第２号に規定する暴力団員、同条第３号に規定する暴力団関係者と認められる者でないこ
とを誓約します。 

また、上記のものでないことを確認するため、多摩市が本様式に記載された全ての者の個人
情報を警視庁に照会することについて同意します。 

 

申込者（入札者）所在地 

名 称 

代表者             実印 

 役職名 
フリガナ 

氏  名 

生年月日 

（年号M/T/S/H） 

性別 

（M/F

） 

住所 

（マンション名・部屋番号） 
 

例） 取締役 
タマ タロウ 

多摩 太郎 
S 46 11 1 M 

多摩市関戸6-12-１ 

多摩マンション101号 
 

          

          

          

          

          

          

          

          

   ※ 役員とは、業務を執行する社員、取締役、執行役員又はこれらに準じる者をいい、相談役、顧 

    問その他いかなる名称を有するものであるかを問わず、法人等に対し業務を執行する社員、取締 

    役、執行役、又はこれらに準じる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含みます。 
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（６） 「入札保証金免除申請書」（様式６）  

令和  年  月  日 

 

 
入札金免除申請書 

 
 多摩市長  殿 

              申込者（入札者） 所 在 

                       名 称 

                       代表者             実印 

                    

 

 

東京都多摩市諏訪二丁目14番１所在土地貸付のための一般競争入札に基づく入札への参加の申

し込みに際し、多摩市の競争入札参加有資格者名簿に登録されていることから、契約に係る入札

保証委金を免除してくださるよう申請します。 
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（７） 「入札書」（様式７）  

令和  年  月  日 

 

 
入札書 

 
 多摩市長  殿 

                   入札者 所 在 

                       名 称 

                       代表者             実印 

                   代理人 所 在 

                       名 称 

                       代表者             印 

東京都多摩市諏訪二丁目14番１所在土地貸付のための一般競争入札の公告、公募貸付実施要領

及び物件調書に記載された内容を承知の上、上記のとおり入札します。 

 
貸付物件 

所在：多摩市諏訪二丁目14番１ 

地目：宅地  地積：13,363.16㎡（公簿）のうち約7,570㎡ 

 

 
金額 

  百万   千   円  

 

  【注意事項】 

   １ 入札金額は、１ヶ月分の貸付料で記載してください。（消費税抜き） 

   ２ 入札金額は、アラビア数字で記入し、金額の最初に必ず「￥」を記入してください。 

   ３ 入札金額を書き損じた入札書は、無効となります。 

   ４ 入札者の印鑑は、必ず実印を使用してください。 

   ５ 代理人による入札は、委任状を提出している場合に限ります。なお、代理人の所在、

名称、代表者、印鑑は、委任状と同一にしてください。 

   ６ 一度提出した入札書の変更又は取消しはできません。 

   ７ 入札書のみを封筒に入れて封をし、封の箇所に割印（実印）を押してください。 

   ８ 入札書を入れる封筒には、入札者の名称、所在を記入してください。 
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（８） 「公有財産借受け申込書」（様式８）  

    年  月  日 

 多摩市長     殿 

                       住 所             

申込者 氏 名           

                       連絡先            

                         法人の場合は、所在地、名称、代表 

                       者氏名及び連絡先を記入する。 

公 有 財 産 借 受 け 申 込 書               

 下記により公有財産を借り受けたいので、申し込みます。 

借
り
受
け
る
財
産 

所 在  

種 類  

数 量  

借り受けよ

うとする理

由 

 

使 用 目 的  

借受け期間     年  月  日～    年  月  日 

備 考  
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（９） 「入札封筒用宛名」  

 

入札用宛名  

 

（キリトリ）  

 

入札書在中  

多摩市長 殿  

 

 件名：多摩市諏訪二丁目 14 番１所在土地貸付のための一般競争入札  

 

 

    名称                        

 

所在                        

 

 

（キリトリ）  

 

※入札書のみ入れてください。  

※のりで封をしてください。  
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７ 関係法令  

 

（１）  地方自治法施行令（抄）  

（一般競争入札の参加者の資格）  

第 167 条の４  

普通地方公共団体は、特別の理由がある場合を除くほか、一般競争入札に次

の各号のいずれかに該当する者を参加させることができない。  

    （１） 当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者  

    （２） 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者  

    （３） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十

七号）第三十二条第一項各号に掲げる者  

２ 普通地方公共団体は、一般競争入札に参加しようとする者が次の各号のいず

れかに該当すると認められるときは、その者について三年以内の期間を定めて

一般競争入札に参加させないことができる。その者を代理人、支配人その他の

使用人又は入札代理人として使用する者についても、また同様とする。  

（１） 契約の履行に当たり、故意に工事、製造その他の役務を粗雑に行い、

又は物件の品質若しくは数量に関して不正の行為をしたとき。  

（２） 競争入札又はせり売りにおいて、その公正な執行を妨げたとき又は公

正な価格の成立を害し、若しくは不正の利益を得るために連合したと

き。  

（３） 落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げ

たとき。  

（４） 地方自治法第 234 条の２第１項の規定による監督又は検査の実施に当

たり職員の職務の執行を妨げたとき。  

（５） 正当な理由がなくて契約を履行しなかつたとき。  

（６） 契約により、契約の後に代価の額を確定する場合において、当該代価

の請求を故意に虚偽の事実に基づき過大な額で行つたとき。  

（７） この項（この号を除く。）の規定により一般競争入札に参加できないこ

ととされている者を契約の締結又は契約の履行に当たり代理人、支配人

その他の使用人として使用したとき。  

 

（２）  多摩市契約事務規則（抄）  

（競争入札参加者の資格の制限）  

第３条  

市長は、特別の理由がある場合を除くほか、政令第 167 条の４第２項各号の

いずれかに該当すると認められる者をその事実があった後３年間競争入札に参

加させない。その者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人として使

用する者についても、また同様とする。  
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（３）  多摩市暴力団排除条例（抄）  

（定義）  

第２条  

この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。  

 

    （１） 暴力団 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法

律第 77 号。以下「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をい

う。  

（２） 暴力団員 法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。  

（３） 暴力団関係者 暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を

有する者をいう。  

 

（４）  暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（抄）  

（定義）  

第２条  

この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。  

    （２） 暴力団 その団体の構成員（その団体の構成団体の構成員を含む。）が

集団的に又は常習的に暴力的不法行為等を行うことを助長するおそれが

ある団体をいう。  

    （６） 暴力団員 暴力団の構成員をいう。  

 

８ お問い合わせ及び各書類提出先  

 

多摩市  企画政策部  行政管理課  

〒206-8666 東京都多摩市関戸六丁目 12 番地１  

電話 042－338－6948(直通 ) 

E メールアドレス： fm_tama@city.tama.tokyo.jp 


